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★全体運★レジャー運が活性化。気の合う仲間たちとにぎやかに楽しんで。絵を描くなど、創作的な活動にも幸運がある予感
★健康運★口コミで体質に合う食材を発見しそう
★幸運の食べ物★ナバナ

みらい通信

支店協議会でＪＡ自己改革の話し合い
　12月に７基幹支店で支店協議会を開きました。今回は、全中が実施するＪＡ自己改革の
アンケートについて、話し合いをしました。協議会で出された意見などをご紹介します。

Ｑ．自己改革に関するアンケート調査は１回で終わりか。
Ａ．今回は、正・准組合員1500人を無作為で選び、実施します。来年度は、全組合員を対象にアンケート
を実施します。

Ｑ．集計した結果は、我々に報告してもらえるのか。
Ａ．原則非公開となっていますが、ＪＡグループ内（青森県）では今年5月に結果報告があるようです。次
回の協議会で報告いたします。

Ｑ．アンケートの中で、「准組合員の事業利用が正組合員が利用する事業の改善や拡大を阻害している
か」、というところがあるが、この阻害しているというのはどういう意味なのか。

Ａ．准組合員に力を注ぐことによって、正組合員へのサービスの質・量が落ちていることはないかとい
う事だと思います。

Ｑ．「准組合員のＪＡ事業の利用を制限されることについてどうお考えですか」とあるが、利用制限はあ
るのか。

Ａ．今現在はありません。ただ、国では准組合員の利用は正組合員の半分でなければならない話をして
おります。

Ｑ．農協組織が大きく、信用や共済事業によって経営の安定を図っているとみられ、政府は農協改革を実施
しているのではないか。農協は農家のための組織であって、農協自体が儲け主義ではいけないと思う。

Ａ．全国に650ほどある単協を分類すると、金融型と販売型に分かれ、東北の農協は主に販売型に属し
ます。当ＪＡの貯金額は1000億円を目指していますが、全国の平均にも到達していません。政府の
農協改革では、信用事業や共済事業などの事業譲渡や全農などの株式会社化を提言しています。信
用事業の農林中央金庫への譲渡では、現在無利息の仮渡金や資材の仕入れ代金として運用している
資金がありますが、組合員の貯金等も運用しているのが実情です。それが無ければ借入を実施しな
くてはならず、無利息の仮渡金も容易にできません。総合農協でなければできない理由はそこにあ
ります。今後もみなさんと一緒に農協のことを考えていきたいと思います。

Ｑ．ＪＡの事業から信用事業・共済事業を引き離そうとしている政府の考え方をどうとらえているのか。
Ａ．信用事業等の代理店化が話されているが、そうした場合の試算をすると経費がかかり過ぎるので、
今後も総合農協としていきたいと思います。

Ｑ．自己改革の結果をいつまでに出すとかあるのか。
Ａ．平成31年5月までにどれだけ進んだかということによると思います。

意見．農協自体の方向性が組合員に伝わっていない。将来像を伝え、農協の足元だけを固めようとせず
に、組合員の足元を固めていけば組合員はついて来ると思う。また、コストの削減をして農家に安
く購買品を供給できるようにして欲しい。例えば大口な供給先には直接庭先まで仕入先から配達
するなどして供給単価を下げるなど。民間業者は値下げには即対応しているのも事実。

意見．銀行の推進活動は、信用・保険・税務・年金など総合的な相談活動をして推進しているので、農協も信
用・共済・購買・営農・販売など総合的に相談できる推進をしていけば組合員もついていくと思う。

意見．九州の方では農協が無くなって過疎化が進んでいるときいている。青森県でも、大規模農家もあれ
ば小規模（老齢等による）もあり、過疎化も進んでいる地区もあると思う。大規模農家であれば法人
化して・・・等あるが小規模農家にとってはますます農協が必要と考える。また、年金をもらいな
がら小さくても農業をやっていく人も増えてきていますので、やはり農協は必要だと思う。

自己改革に関する組合員アンケート実施について
　ＪＡグループでは①農業者の所得増大、②農業生産の拡大、③地域の活性化の３つの基本目標を掲げ、
地域農業の振興や地域づくりに向けた自己改革に取り組んでいます。
　取り組んでいる自己改革に対する評価をお伺いするため、今回は正・准組合員1500人を無作為で
選び、組合員アンケートを実施することになりました。
　政府は平成33年３月まで、自己改革の実施状況などを調査することとしており、改革の進展状況に
よっては、ＪＡ事業の分割や准組合員のＪＡ事業利用の規制などが検討されることが想定されます
　組合員の皆さまからいただいた評価が、今後、政府が行う准組合員のＪＡ事業利用規制のあり方の
検討に向けても重要となることから、ご協力いただきたくお願いい申し上げます。
※なお、平成31年には、全組合員を対象としたアンケートを実施する予定ですので、ご理解とご協力
をお願いいたします。


